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４．面談会議録 
 

会  議  録 

訪問先 在オマーン日本国大使館 

日 時 平成15年８月25日（月）９:00～９:30 

面会者 萩次郎特命全権大使、石川博崇二等書記官 

同行者  

調査団 西村、徳永 

協議内容 ・オマーンの人口180万人（純粋オマーン人のみ）のうち、70万人がマスカットに居住

しており、一極集中状態となっている。そのため、朝晩の通勤時間帯には渋滞が発

生している。そのため、マスカット市内の道路整備も急務である。 

・国王は毎年地方視察を行っているが、その際に地方の部族長から出される要望の第

１は道路整備である。 

・基本的にオマーンでは土地問題はない。多くの土地は国王の土地となっているが、

例えば高級官僚には退職時に土地の払い下げが行われ、その土地を住宅開発するケ

ースも多い。 

・オマーンでは、あと20年で原油が枯渇することが政府により発表されており、この

20年の間に基本的なインフラ整備をすべて実施しておきたい、というのが政府の方

針である。 

・ムサンダム行政区のハッサブ港は、イランとの輸出入で非常に重要な港湾になる。

また、フィヨルド地形で、観光スポットも多い。なお、当然軍事的重要性も高い地

区である。 

・（バティナ道路を平行して有料高速道路の計画があるということをお話ししました。

それに対しては）有料道路など建設してもだれも使わないのではないか。 

・バティナ道路は、確かにワジの通過箇所で、通行止めになったり、車が流される事

故もあり問題になっている。これらの箇所への橋梁建設は必要である。 

・この国のドライバーは飛ばすので、調査中の交通事故には十分注意してもらいたい。 

・アラブ首長国連邦との物流は盛んであるが、イエメンとの交易はまだまだである。 

以上 
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会　　議　　録

訪問先 運輸通信省道路総局（Directorate General of Roads, MOTC）

日　時 平成15年８月25日（火）10:00～11:00

面会者 Mr. Saif Abdullah Al-Saadi – Deputy Director General for Maintenance

Mr. Abdullah Al-Khiyari – Director of Project

Mr. M. A. Abu Zaki – Road Design Expert, Study & Planning Dept.

Ms. Hanan Salem Al-Rahbi – Civil Engineer, Study & Planning Dept.

Dr. Gamal S. Darwish – Road Design Expert, Study & Planning Dept.

Mr. Abdul Ghani – Sr. Planning & Design Engineer, Study & Planning Dept.

Mr. Ali Salem Al-Mashani – Civil Engineer, Study & Planning Dept.

同行者 日本大使館　神保職員

調査団 西村、徳永

協議内容 ・道路総局としては、先日回答した以外にも重要な道路があると考えており、将来の

交通需要に基づき、将来の道路ネットワークマスタープランを作成してもらいたい。

・マスタープランのなかでは、ラフなコストに基づくラフなＦ／Ｓを必ず実施しても

らいたい。ただし、詳細なＦ／Ｓは現時点では不要である。

・以前にJICAが実施したバティナ道路のローターリー改良に関しては、建設費が高す

ぎて一部を除いて実施されていない。

・現在のバティナ道路は、沿道地域からのアクセスが自由であり、また人口の多い地

域を通過していることから交通事故の発生が非常に多く社会問題となっている。こ

のような問題を解決するために、現在のバティナ道路と平行してフルアクセスコン

トロールの高速道路を計画しており、有料道路化も考えている。

・ムサンダム行政区の道路整備は非常に重要であり、できれば事前調査団にも現場を

見てもらいたい。再入国ビザが必要ということであれば、道路局の方から外務省に

手配する。

・海岸沿いの２か所の道路区間については、現在土道もないことから計画のなかに入

れたものである。

・質問状については現在回答を準備中であり、数日の猶予が欲しい。その他の資料も

必要に応じて提供する。

・マスタープランでは、道路・構造物等の設計基準も勧告してもらいたい。なお、現

在オマーンではAASHTOを基本としたオマーン独自の設計基準を採用している。

・オマーンでは、道路関係の維持補修で世銀が推奨しているHDM-４は使用していない。

・現地調査には、道路局からも技術者を同行させる。

・事前調査団のために、事務所のスペースを提供する。

以上
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会　　議　　録

訪問先 商業工業省（Ministry of Commerce & Industry）

日　時 平成15年８月25日（月）11:30～12:30

面会者 Ms. Manal Mohammad Al-Abdwani – Director General of Planning & Follow-up

Mr. Mohammed Abdullah Al Sinani – Director of Planning & Tourism Dept.

同行者 日本大使館　神保職員

調査団 西村、徳永

協議内容 ・商業工業省では、商業、工業、観光開発に関する事項を取り扱っている。

・オマーンでは50万台の車両が登録されており、年平均で新規登録が８～10％で増加

しており、道路整備が急務である。

・マスカットに行政、商業が集中しており、交通混雑が社会問題となっている。（マ

スカットは調査対象地域からはずれているとの調査団の説明に対し）都市間道路が

調査対象としても、マスカットは考慮すべきであるとの意見が出された。

・通商の中心はアラブ首長国連邦との貿易であるが、イエメンとの関係も良好であ

り、サラーラ港の開発とも関係して、重工業開発、フリートレードゾーンの建設を

計画中である。

・ドゥクムには港湾建設の計画はあるが、工業地域開発の計画は一切ない。

・観光開発の拠点はムサンダム地域、スール地域、サラーラ地域であり、既にマスカ

ットとスールを直接結ぶ道路は工事契約（北半分はトルコ、南半分は中国の業者が

受注）が終了している。

・ムサンダムの観光開発は進行中であり、オマーン単独の観光名所というだけでな

く、ドバイとムサンダムを組み合わせた観光コースの設定も計画している。

・スールからRas Al Haadまでの道路は観光開発の面で建設したい。

・サラーラの港湾は、当初はSeaLandがコンテナの積み替え港として計画したが、現

在は他の海運会社も同じ目的で使用している。今後は後背地の開発による。

以上
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会  議  録 

訪問先 地方自治・環境・水資源省環境総局（Ministry of Regional Municipalities, Environment & 

Water Resources, Directorate General of Environmental Affairs） 

日 時 平成15年８月25日（月）13:00～14:00 

面会者 Mr. Ibrahim Ahmed Al-Ajmi – Director General of Environmental Affairs 

Mr. Wahid Bin Mohd. Sheaili – Head of Environment & Development Section 

同行者 日本大使館 石川二等書記官、神保職員 

調査団 西村、徳永 

協議内容 ・オマーンでは、既に環境保全のための環境調査ガイドラインを作成し（調査団入手）、

そのガイドラインに従い、すべての開発行為は事前にEIAの実施が義務づけられてい

る。 

・EIAを実施可能なローカルコンサルタントのリストは近日中に調査団に渡す。 

・すべての重要な道路はマスカットが起点となっており、マスカットが調査範囲から

除外されているのは納得できない。 

・オマーンでは、National Strategy Plan for Environmental Conservationが作成されてい

る。数日中にコピーを調査団に渡す。 

・環境関連の実務者レベルと調査団の協議を８月27日に行う。 

以上 
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会　　議　　録

訪問先 地方自治・環境・水資源省技術総局

日　時 平成15年８月26日（火）９:00～10:00

面会者 Mr. Abdul Hakeem Bin Ali Al Zadjali – Director General of Technical Affairs

同行者

調査団 西村、徳永

協議内容 ・技術総局では、マスカット及びサララの市域を除く全国の自治体（Willaya）が管轄

する道路の建設を行っている。基本的に、住宅地へのアクセス道路、村へのアクセ

ス道路（Domestic Roadという言い方）の計画は住宅省で作成し、その建設を技術総

局で担当する。ただし、これらのアクセス道路の維持管理は、道路総局が建設業者

に一括して発注するので、技術総局は行わない。

・一方、道路総局の管轄下の道路を含め、オマーンのすべての道路（マスカット及び

サララ市内の道路を除く）の街路灯及び信号機の設置、維持管理は技術総局が行う。

・バティナハイウェイに関しては、集落からの直接のアクセスを避けるため、サービ

ス道路を建設している。

・技術総局の建設する道路でも、ワジにおける出水による通行止め発生等の問題があ

る。

以上
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会　　議　　録

訪問先 地方自治・環境・水資源省（MRMEWR）環境検査・管理部

日　時 平成15年８月27日（水）10:00～12:00

面会者 Mr. Ibrahim Ahmed Al-Ajmi – Director of Environmental Inspection & Control

Mr. Wahid Bin Mohd. Sheaili – Head of Environmental & Development Section

Mr. Naeem Sarim Al Musharrafi – Environmental Planner

Ms. Kyam Al Raisi – Nature Conservation Planning Dept.

Mr. Nassew Issa Almaskari - Nature Conservation Planning Dept.

同行者 なし

調査団 西村、徳永

協議内容 1) 本調査の概要及び予備調査団の目的と位置づけを説明

2) 送信済みの“Questionnaire”に対して意見交換を行い、以下事項につき確認を行っ

た。

　・同国は14か所の環境保護区（Protection zone）を有している。

　・同国の社会環境配慮については、同省のほかに住宅都市省（Ministry of Housing：

MOTH）、国家文化省（Ministry of National Heritage：MNH）の計３つの省庁が関

係する。

　① Environmental Management System & Policy.

　・EIAの実施手続きについて。手続きの流れと実施項目については、同省作成の

“Guidelines for Obtaining Environmental Permits”に詳述されている。

　・EIAを実施した参考事例リストの入手を依頼。

　・EIAが可能なローカルコンサルタントリスト、業務歩掛かり･単価表の入手を依頼。

　・住民参加については、同国の市町村レベル、州レベル（ウイラヤ）で住民が意見

を具申できる場（ムカビラット＝interview）や、地域の代表議員（アシェラ）や

省庁へ陳情する機会が設けられている。加えて、毎年国王や大臣は、全国を２か

月程度かけて巡回し、直接国民と対話する機会を用意するなど、行政においては

国民に開かれた施策が行われており、事業実施においては民意を十分に反映して

行っている。

　・これまで村に道路を作ってくれという陳情は多いが、道路建設反対の活動が起き

たということは聞いたことがない。

　・土地利用などLand lawについてはMOTHが管轄している。

　・環境基本法である国王令（Royal Decrees：RD）“The Law on Conservation of the

Environment and Prevention of Pollution”を入手。

　・同省の環境保全アクションプラン（National Environmental Master Plan：NEMPに

相当）である“Oman’s Existing Legal and Administrative Environmental Framework”

を入手。
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  ② Environmental Monitoring Policy. 

 ・水質のモニタリングは、同省水資源総局のDepartment of Environment Inspection & 

Control, Water Pollution Control sectionが担当している。 

 ・水質保全法であるRD“Issuing law on protection of sources of potable water from 

pollution”を入手。 

 ・同省の環境保全アクションプランである“Oman’s Existing Legal and Administrative 

Environmental Framework”を入手。 

 ・排水基準法である同省の省令（Ministerial decision：MD）“Regulation for Wastewater 

Re-use and Discharge”を入手。  

 ・大気汚染のモニタリングは、同省水資源総局のDepartment of Environment Inspection 

& Control, Air & Noise Pollution Control sectionが担当している。 

 ・大気汚染対策法であるMD“Regulations for Air pollution Control from Stationary 

Sources”を入手。 

 ・通勤ラシュ時や渋滞頻発区間においては大気汚染や騒音が発生している箇所がマ

スカット市内にあるが、国際的な基準で比較した場合、非常に低いものであり、

いずれも深刻な問題とはなっていない。 

 ・大気、騒音規制にかかわるMD“Regulations for Noise pollution control from stationary 

sources”、“Issuing Regulations for Noise Pollution Control in Working Environment”及

び“Issuing Regulations for Noise Pollution Control in Working Environment”を入手。 

 ・Biodiversity/Conservation areaについては、同省作成の生息地図、又は対象リスト

入手を依頼。    

 ・動物保護法であるRD“Issuing the Law on Nature Reserves and Wildlife Conservation”

を入手。    

 ・森林伐採（破壊）については、局所的な被害は散見されるが特に大きな被害は起

きていない。なお、現在進められているマングローブのJICA調査の実施状況につ

いてはおおいに評価している。    

 

 ③ Other relevant environmental codes/regulations or institutions. 

 ・その他、環境問題としては、サンゴ礁の再生、海岸侵食対策ある。 

 ・土地収用の手続きは、DGRやMOTHなど各実施機関がそれぞれ実施する。 

 ・土地収用はRDに準拠して進められることから、手続きに際して問題が起こること

はない。 

 ・用地保障は事業実施機関がこれを担当する。これについては個別の機関によって

手続きは多少異なるが一般的な流れは変わらない。 

 ・土地の評価はRD施行前に事業関係者（ステークホルダー）と十分調整して決定す

ることから条件面で折り合わないことはない。 
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  ④ International conventions on environmental conservations. 

 ・これらリストである“Regional and International Organizations and Conventions”を

入手。 

 ・ワシントン条約（CITES）は、現在加盟準備を進めており、近々加盟する予定。 

 ⑤ Land-use 

 ・MOTHの所管業務。 

 

 ⑥ Archaelogical/Histrical/Cultural/Monimental 

 ・MOTH、MNHの所管業務 

 ・エコツーリズムに関しては、観光業を所管する商業工業省の立案した企画案に対

して環境配慮の観点から同省がコメントを行っている。 

 ・同国は入国査証発行が厳しい（査証発行には本国照会を行っている）。また国内環

境保護区や国防施設へ入るには事前許可を必要とするなど同国の文化･環境を保

全するための施策に力を入れている。 

 ・同国の文化、風俗に関する地図は次回入手予定。 

 

 ⑦ その他 

 ・原則的には家畜の飼育は、個人が所有する領地内で行うように規制がなされてお

り、地方部の放牧も都市部近郊へ近づくことは禁じられている。なお、これによ

る事故はあまり発生していない。 

 ・同国は地すべり、高潮、地震などの災害はあまりない。最も大きな災害は雨期に

枯れ川（ワジ）部で発生する洪水被害である。この記録は水資源局が保有する。 

 ・侵食で問題となっているのは、バディナ平野よりオマーン湾に面した海岸侵食で

あり、海浜が年々削られている。 

 ・Hydro geological maps and dataは、水資源局が担当している。 

 ・海況にかかわるデータは農業省が保管している。 

 ・Red Data Book（RDB）に関すリストは入手したが、これをまとめた冊子があるこ

とから次回入手予定。 

 ・同国の自然公園配置図入手を依頼。 

 ・車輌等の排出ガス規制はない。 

 ・土壌汚染は存在せず、これにかかわる規制もない。石油産業については厳格な施

設設置検査を行っている。 

 ・同省の組織図入手を依頼。 

以上 
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会  議  録 

訪問先 在オマーン日本国大使館 

日 時 平成15年８月30日（土）９：15～９：45 

面会者 海老名公使、石川二等書記官 

同行者  

調査団 角前、桐山、堀田、西村、徳永 

協議内容 ・道路はインフラの基礎であり、先方のニーズも高い。 

・オマーンの自然環境及び人口分布から、道路建設に際し、土地買収などの対人問題

はほとんどないが、ワジ（枯れ川）で発生する洪水など自然環境で配慮すべき点は

多い。マスカットにおいても本年１月に30人以上がワジの洪水でなくなる事故が起

きたところである。 

・バティナ高速道路の容量はマックスになりつつあり、交通事故の多発が問題である。

マスカットではフライオーバーが２つ建設され、また高速道路の脇に木を植えるな

どして道路との区別をすることで事故の軽減に努めている。 

・財源についての詳細は分からないが、先に述べたとおりニーズも高く、国の統一と

いう観点からも必要であることを考えると、都合は自国内でつけるのではないか。 

以上 



－92－

会　　議　　録

訪問先 外務省技術協力課

日　時 平成15年８月30日（土）10：00～10：30

面会者 Mr. Saleh Al-Bulushi – First Secretary

同行者 石川二等書記官

調査団 角前、桐山、堀田、西村、徳永

協議内容 ・外務省技術協力課は、日本の技術協力全般（含JICA）を担当している課であり、次

年度の要望の取りまとめも行っている。

・団長より、本事前調査の目的、本格調査の枠組み、レポートの種類と内容等につい

て説明を行い、協力を仰いだ。

以上
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会　　議　　録

訪問先 運輸通信省道路総局

日　時 平成15年８月30日（土）11：00～13：00

面会者 Eng. Salim Bin Mohammad Al Nuaimi –Director General of Roads

Mr. Hamed Al-Ramadhani – Director of Studies & Planning Dept.

Mr. M.A. Abu Zaki – Road Design Expert, Study & Planning Dept.

Mr. Abdul Ghani – Sr. Planing & Design Engineer, Study & Planning Dept.

同行者 石川書記官

調査団 角前、桐山、堀田、西村、徳永

協議内容 ・実施中の道路建設プロジェクト及びコントラクターのリストを用意したのでのちほ

どJICA側に渡したい。

・MOT&Cのなかの契約担当部（contract department）が道路、港湾、通信等のMOT&C

が管轄する各分野の予算管理と各建設プロジェクトのファンディングを行ってい

る。クリヤット－スール間の道路を含む現在建設中のすべてのプロジェクトの総額

は2000万リヤルであり、毎年140万リヤルごと支出している。

・Toll systemの導入、民活も検討してほしい。

・幹線道路（Trunk Road）の他にTruck Roadは合計12,500キロあり、交通需要や人口分

布の観点から重要なもののみ本調査で対象道路として扱ってほしい。つまり、

National Road（道路番号のついているTrunk Road）、Truck Road、そしてSecondary Road

と区分されるが、調査対象として、「幹線道路のほか、将来幹線道路になることが

予想されるsecondary road」としてほしい旨要望があった。その際、支線は除くとの

こと。

・Ｍ／Ｍに対象道路の定義を記すか、地図を添付して対象路線をマークする方法をと

ることとした。

・ほか、Ｍ／Ｍの内容（Ｃ／Ｐの確保、Ｃ／Ｐ研修の有無、資機材に関するヒアリン

グ、オフィススペース等のUndertaking）について協議を行ったが、正式には後日再

度協議することとした。

・サラーラでは、サラーラ出身の道路局技術者を同行させる。９月３日はサラーラよ

り東のハドビン、ハシク、４日は北のサマリットと、サマリットからイエメンへ向

かう建設中道路の一部を視察する。

以上
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会  議  録 

訪問先 国家文化財省 

日 時 平成15年８月30日（土）12：30～13：00 

面会者 Ms. MPs Biulbwa Ali Al-Sabri, Director of Archaelogy、Ministry of National Heritage and 

Culture 

Mr. Ali Rashid Almudelwi, Director for Castles and Forts, Ministry of Naational Heritage and 

Culture 

Mr. Khalifa Khamees Hamad Al-Rasby, Head Section of Survey, Ministry of National Heritage 

and Culture 

同行者 なし 

調査団 角前、徳永 

協議内容 ・団長より、本調査の目的と概要、本格調査の流れなどに関する説明を行った。 

・同国の文化遺産（フォーと、城、モスク等）の地図、リストの入手を依頼し、先方

も了解した。（９月６日に本資料は入手済み） 

以上 
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会　　議　　録

訪問先 国家経済省経済担当次官

日　時 平成15年８月31日（日）10：30～11：30

面会者 H.E. Shaikh Dr. Abdulmalik Bin Abdullah Al Hinai

– Undersecretary for Economic Affairs, Ministry of National Economy

同行者 石川書記官

調査団 角前、桐山、堀田、西村、徳永

協議内容 ・JICAへの要望が採択されるまで時間がかかるが、このたび、道路網開発調査が進め

られることになったことは喜ばしい。

・国家道路開発計画は運輸通信省道路総局にて実施しているが、地方自治・環境・水

資源省やマスカット市も管轄下の道路整備を行っている。

・スール及びクリヤットは経済的にも重要な地域である。また、オマーン国にとって

深刻な問題である交通事故の解決も調査枠組みのなかで扱ってほしい。

・Al Wustaには道路がほとんどないため、新たな道路網建設はベドウィンの定住に貢

献するのではないか。

〈国家経済省の管轄事項〉

① 国家経済政策の策定

② 民営化

③ 国際経済関係（DCC諸国、その他各国との国際経済協定、地域間協定、自由貿易

圏など）

〈調査について〉

・本格調査では、安全対策、toll system、鉄道については含めるのかという質問に対

し、鉄道は対象外である旨伝えた。

・2006年からの第７次５か年計画に本調査の結果を盛り込む観点から、いつまでに本

調査結果が出ている必要があるかという質問に対しては、2005年９月から10月に第

７次５か年計画のドラフトを策定するとの回答を得た。また、最終的な決定に至る

までにセンサスを取ったり、市民への直接のヒアリング（social participation）など

の作業も行っているとのこと。

・マクロレベルからみた重要路線は、マスカット（バティナ）、サウジアラビアやイ

エメンへ通じる路線（現在２つある）、クリヤット－スール間であろう。

・コミュニティーの発展という視点からみると、DGRの指摘する路線（コミュニティ

ー間を結ぶ道路）も重要である。

・Ministry of Regional Municipalities, Environment and Water Resources, Ministry of

Housing, Electricity and Water, Ministry of Regional Developmentなども地域開発を管轄

する省である。
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 〈インフラ部門の戦略について〉 

・電力：８社を手始めに民営化を図っている。 

・道路：DGRより詳細はヒアリングする。 

・港湾：ハッサブ港を建設中、ドゥクム港は計画中である。ドゥクム港建設の目的は、

警察や海軍など安全保障の要素と商業目的の要素とがあるとのこと。 
 

〈５か年計画策定の手順について〉 

・各省庁及び民間から要望を受け付けるが、各分野の要望のプライオリティー付けは

要望を提出する省庁内で事前に行う。 

・コストの試算は暫定的なものである。 

・５か年計画の各分野には予算の上限を設けている。 

・５か年計画のなかで重点を置かれている分野は、人材育成、保健医療、教育分野で

ある。 

以上 
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会　　議　　録

訪問先 運輸通信省運輸担当次官

日　時 平成15年８月31日（日）12：30～13：00

面会者 H.E. Mohammed Bin Abdullah Al-Harthy – Undersecretary of Transport, Ministry of

Transport & Communications

同行者 石川書記官

調査団 角前、桐山、堀田、西村、徳永

協議内容 ・Ｓ／Ｗ、Ｍ／Ｍのサイナーは運輸担当次官とすることを確認した。

・2006年から2010年の第７次５か年計画のために、当省から経済省に要望を提出する

のは2005年の６月ごろである。Royal Decreeとして発令されるのは2006年１月であ

る。

・Ｓ／Ｗ署名前にMinistry of Financeに内容を確認してもらう必要があるかとの質問に

対し、運輸担当次官が話を通すので必要ないとの回答を得た。

・DG of Financial Administrationが他援助機関からの資金に係る事項を管轄しており、

どの路線に例えば、JBICやIslamic Development Fundの資金を充てるかなどの検討を

行っている。

・Ministry of Financeが実際の資金の執行を行っている。（例えば、クリヤット－スー

ル間は5,600万リヤル）

以上
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会　　議　　録

訪問先 地方自治・環境・水資源省 環境総局
日　時 平成15年９月１日（月）９：30～10：30

面会者 ・Mr. Ibrahim Ahmed Al-Ajmi – Deputy Director General of Environmental Affairs,
MRMEWR

・Mr. Wahid Bin Mohd Sheaihi – Head of Environmental & Development Section, MRMEWR
・Mr. Naser Al-Maskari – Acting Director of Planning, Nature Conservation Dept., MRMEWR
・Ms. Kyam Al Raisi – Nature Conservation Planning Dept., MRMEWR
・Mr. Said Al-Habsi – Deputy Director General of Water Resources Affairs, MRMEWR
・Mr. Qassim Ahmed A. Al-Shizawi – Director General of Planning and Studies, Minister’s

Office, Ministry of Housing, Electricity and Water
・東海林知央－JICA専門家（Plant Ecology）、Directorate General of Environmental Affairs,

MRMEWR
同行者 なし

調査団 角前、桐山、堀田、西村、徳永

協議内容 ・環境総局以外に、housing planning、settelement、water resourceの分野から各１名が本
ミーティングに参加した。

・団長より、本調査の概要を述べたうえ、道路網整備計画の際の自然環境配慮の観点

から環境関連局の協力を仰いだ。

・環境総局より、以下の資料の提供が約束された。

　National Environment Strategy
　ローカルコンサルタントのリスト

　同国のNational Conservation Guideline（Ｒ／Ｄ）
　動物保護区域の地図

・団長より、本格調査で予定しているpre-Ｆ／Ｓレベルで求められる環境評価はIEEレ
ベルでよいのか確認を行い、了承を得た。また、自然環境的に重要である地域を通

る路線であれば当然環境配慮の度合いも高くなることから、この点を十分に踏まえた

計画の策定がなされるように提案があった。なお、同国で実施した道路分野における

EIAの参考事例としては、クリヤット－スール間道路の事例を見て欲しいとのことで
あった。

・基本的に計画道路は既存の民住地域を避けることが必要であり、やむを得ない場合

においては何らかのmitigation factorが必要である。なお、用地収容にかかわる業務
は住宅省が管轄している。

・水資源総局より、灌漑水路であるファラジシステムなどの利水施設は影響を受ける

ことがないよう指摘がされた。

・pre-Ｆ／Ｓレベルの環境評価について、東海林専門家より以下の案が提示された。
　Preparation work for EIA
　Preparation of TOR
　IEE and strong recommendation for full EIA
団長からもpreparation of TOR for EIAの提案が提示された。
・Preparation of TOR for EIAとすることとした。

以上
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会　　議　　録

訪問先 商業工業省 計画局

　　　　　 観光局

日　時 平成15年９月１日（月）11：00～11：30

面会者 Ms. Manal Mohammad Al-Abdwani – Director General of Planning and Follow-up, Ministry

of Commerce and Industry

Mr. Ghasi Humaid Al Hashimi – Tourism Research Officer, Directorate General of Tourism,

Ministry of Commerce and Industry

同行者 なし

調査団 角前、桐山、堀田、西村、徳永

協議内容 ・本省は、商業、産業、採鉱、観光、自由貿易地区などを管轄している。

・商業工業省からの本調査のステアリング・コミティーへの参加について、経済的道

路の活用の視点を取り組んだ道路網整備計画策定のためにも必要である。

・オマーン国の観光は、Selected Tourismとして、文化遺産や自然、生態系を売り出し、

日本や欧米の中年層以上をターゲットにすることを考えている。

・団長より、本道路網開発調査（本格調査）ステアリング・コミティーへの参加と協

力を仰ぎ、承諾を得た。

以上
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会　　議　　録

訪問先 運輸通信省道路総局（Directorate General of Roads, MOTC）

日　時 平成15年９月１日（月）12:00～14:00

面会者 Mr. Hamed Al-Ramadhani – Director of Studies and Planning

Mr. M. A. Abu – Zaki – Expert of Road Design

Mr. Abdul Ghani – Road Design Expert, Study & Planning Dept.

同行者 なし

調査団 角前、桐山、堀田、西村、徳永

協議内容 (1) Ｓ／Ｗ案についての最終確認

　・運輸次官の名前は名刺の名前を正式なものとして記載する。

　・Pre-Ｆ／Ｓの環境調査項目は“Preparation of Terms of Reference for the Environmental

Impact Analysis”とする。

(2) マスタープラン、その後に実施したＦ／Ｓ、道路網図、技術基準、仕様書等を入

手。

(3) その他

　バティナハイウェイと平行して建設を計画している高速道路に関しては、Ｆ／Ｓ

は終了している。（後日報告書は閲覧することで合意）

　他の機関からの融資案件に関しては、運輸通信省本省で情報入手をしてもらいた

いとの回答

　サララの現地調査に関しては、現地に連絡済みで、また、サララ出身の技術者（Mr.

Ali Salem Al-Mashani）を同行させる。

　マスカット行政区内の都市間幹線道路を含むすべての道路の建設、維持管理はマ

スカット市役所が行っている。現在、スールまでの海岸道路の建設を開始したが、

マスカット行政区内の区間はマスカット市役所が担当し、道路総局が協力してい

る。このようにマスカット行政区内の道路に関して道路総局は関与しないので、今

回の調査地域としてマスカット行政区を含める必要はない。

　その他の現地調査には、休日でない限り道路総局の技術者が同行する。

以上
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会　　議　　録

訪問先 運輸通信省ドファール交通総局

日　時 平成15年９月２日（火）13：00～14：00

面会者 Mr. Said Tabook – Director of Projects and Planning, DGC in Dhofar

Mr. Thamer Al–Shab - Civil Engineer, Road Department, DG of Dhofar

Mr. Fauad Ahmed Mohmmed - Civil Engineer, Road Department, DG of Dhofar

Mr. Abdulla Abbker Adan - Road Engineer, Planning and Projects Dept., DG of Dhofar

Mr. Ali Al-Mashani - Civil Engineer, DGR of Muscat

同行者 なし

調査団 角前、桐山、堀田、西村、徳永

協議内容 〈組織について〉

・ドファール交通総局の組織は以下の４部署からなる

　Road Dept.：メンテナンスを担当。26人。

　Planning & Projects Dept.：８人。

　Personal Affairs Dept.

　Administrative & Financial Affairs Dept.

・サラーラ市内道路（internal roads）は市（municipality）の管轄だが、Region同士を

結ぶ道路は総局の管轄下である。

・2005年から2010年のプロジェクト数は省管轄下の10から20である。

〈道路網建設・管理〉

・ハシックーシュワイミア間の道路は、観光の観点から、また地域開発という戦略的

な観点から重要路線である。しかし、この区間の道路建設の予算は配分されていな

い。また、野生動物の保護地区に指定されている。

・サマリットからイエメンへつなぐ道路はエスクワ・ハイウェイの一部を成してお

り、イエメン内の240kmの道路建設をオマーン政府が無償で建設している。カター

ル、アラブ首長国連邦からイエメンへの物流はオマーンを通じてなされるため、こ

の路線はイエメンとの物流（貿易）のうえで重要区間である。

・オマーンの道路網は比較的新しく整備されたため、維持管理に関してはあまり検討

してこなかった。この点はオマーン側も重要性を認識しており、本格調査団には維

持管理面でのアドバイスも頂きたい。

〈その他〉

・ドファール交通総局のなかにも本格調査団のオフィススペースを確保して頂

き、Ｍ／Ｍにその旨記載することで合意した。

・ほかに質問事項があればクエスチョネアの形で頂きたい。

以上
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会　　議　　録

訪問先 ドファール環境総局

日　時 平成15年９月２日（火）14：00

面会者 Mr. Ali Salem Bait Said – Director of Conservation, Directorate General of Environment,

Governorate of Dhofar, Ministry of Regional Municipalities and environment

同行者 なし

調査団 角前、堀田、徳永

協議内容 ・ハシック－シュワイミア間道路建設事業の自然保護区部分に関してはドファール環

境総局とドファール交通総局が全体計画の調整を行っている（交通総局が道路計画

し、環境総局が環境インパクトの面からレビューし、マスカットの環境総局長

Headmasterが最終的に承認する）。

・海洋生物（魚類、イルカ、クジラ等）の調査も行っている。

・ハドビン－ハシック間の道路建設による木の伐採、動物の内陸への移動等を関心を

もって注視している。

以上
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会　　議　　録

訪問先 地方自治・環境・水資源省水資源総局

日時 平成15年９月６日（土）10:00～11:00

面会者 Mr. E. Said Nasser Al-Habsi

– Deputy Director General of Water Resources Affairs

Mr. Fahad Al-Farsi, Water Assessment Department

同行者 なし

調査団 西村

協議内容 ・水資源総局では、全国のWadiに水位計（177カ所：水位計設置地点のデータを調査

団入手）、山岳部に雨量計（500か所：テレメトリーゲージ）を設置し、常時観測を

行っている。また、主として生活用水並びに灌漑に使用されているFarajと呼ばれる

水路の管理も水資源総局の業務である。

・オマーンでは、2,000～3,000ｍの山岳部では年間降雨量が300mm程度あるが、南部

の砂漠地帯では50mm以下である。ただし、山岳部でも多くの降雨が観測されるの

は年間２～３日程度である。

・オマーンの山にはほとんど樹木がないことから保水能力が極端に低く、降雨は濁流

となってWadiを流れ、数時間で河口まで達する。水資源局では、Wadi上流大量の降

雨が観測された時点で、ラジオ等で警戒警報を発令しているが、流速が速いことか

ら必ずしも効果的ではない。

・水資源総局では、2002年に“National Water Resources Master Plan”を作成し、水資源

の管理を行っている。

・オマーン全国には959kmの開口、1,767kmの暗渠、合計2,726kmのFarajがある。これ

らのFarajのデータは、“Afaraj Inventory Project Summary Report 2001”として取りまと

められている。

・Farajを横断する施設を建設する場合には、事業者が事前に水資源総局と協議するこ

とが義務づけられており、水資源総局が横断する場合の対策を指示している。

・水資源総局では、水に起因するすべての災害のデータを取りまとめている。道路に

関連して発生した災害のデータは９月９日に調査団に渡す。

・今までオマーン北部に降雨をもたらしていた低気圧は、地中海で発生した低気圧で

あったが、今年はアラビア海で発生した低気圧が降雨をもたらしており、世界的な

気候異変がオマーンにも影響を与えている。

以上
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会　　議　　録

訪問先 運輸通信省港湾・海事総局

日　時 平成15年９月７日（日）８：00～９：30

面会者 ・Mr. Jamal T. Aziz – Director General of Ports and Maritime Affairs, MOT&C

・Mr. Hassan Sulaiman – Director of Ports Affairs

・Mr. Suhail Al Moosa – Specialist in Maritime Organization, Dept. of Maritime Affairs, DG

of Ports and Maritime Affairs, MOT&C

同行者 なし

調査団 角前、桐山、堀田

協議内容 ・港湾・海事局が管轄しない種類の港は以下のとおり。

　漁港：農業水産省が管轄

　石油・ガス港：オマーン石油公社が管轄

　　　　（例：ミナアルファハブ港）

　LNGターミナル港
・オマーン国における主要港と概要は以下のとおり

(1) ソハール港
・LNGに対応した工業港であり、インフラの整備中である。
・ソハール工業港会社（Sohar Industrial Port Company）が管理運営している。
・ソハールの石油精製プロジェクトは日本のコントラクター（JGC）が施設を建設
を行う。

・ソハール港の整備とともに、本港を拠点としたサービス産業（銀行、運送業、石

油等）の発展が見込まれるとともに、マスカットーソハール間の陸路での輸送・

交通も増えるはずである。また、ソハール－アラブ首長国連邦間の輸送・交通も

増えると思われる。

・現在、スルタン・カブース港の容量が越えているので、一部のカーゴがソハール

へ移るかもしれない。

・内陸で採掘できるアグリゲット（ライムストーンで建設資材、骨材となる）を、

需要のあるアラブ首長国連邦、クウェート、カタール、インドへ輸出することも

考えられるため、そのための道路整備も必要になるかもしれない。

(2) ドゥクム港
・現在計画中である。主目的はAl Wustaの経済開発であり、二次的三次的な理由と
して安全保障があげられる。

・建設資材となるアグリゲットや魚の輸出港、輸送船の修復サービス港（荷を積む

前のship repair）としての用途が考えられる。

(3) ハッサブ港
・現在整備中。主目的はムサンダム地方の経済開発である。また、イランやアラブ

首長国連邦との貿易拠点港として、また、観光船（クルーズベッセル）のターミ

ナル整備を行い、観光業の起爆剤とできればと考えている。

以上
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会　　議　　録

訪問先 農業水産省計画局

日　時 平成15年９月７日（日）13：00～14：00

面会者 ・Eng. Zayed Bin Marzouk Al Muhrami B.E – Director of Projects, Ministry of Agriculture

and Fisheries

同行者 なし

調査団 角前、桐山、堀田

協議内容 ・JICAの水産無償で水産品質管理センターをアルブスタンの東に建設した。（2000年

にファイナル・レポートが完成）

・オマーンの漁港は370ほどあるが、主要なものは次のとおりである。既に完成して

いる漁港として、ブハ（Bukha、ハッサブ近く）、ディバ、シナス、ソワ（ソハール

港の一部を成す漁港であるため、MOT&Cが建設管理）、サハム、アル・ハブラ、ク

リヤット、スール（一番大きな漁港で魚類の貿易港としても使用されている）、マ

シラ島、ラクビー（あるいはジャズル）、ミルバット、ライスート、ダルクート（Dhlkut）

である。現在建設中のものとして、ハッサブ、リマ、ソハール、シーブ、アルアシ

ュハラがある。

・漁業関係の調査として、“10 Year Development Study”（1991年から2000年の漁業水産

分野の開発計画について）

　“Fishing Harbors at Duqum and Al Ashkhara (1992)”

　“Feasibility Study for Three Fishery Harbors in Southern Oman”

　“Feasibility Study for Three Fishery Harbors in Eastern Oman”

　“Feasibility Study for Three Fishery Harbors in Northern Oman”が独自に実施されてい

る。10か年計画においては、漁港の建設と維持管理、人口や予想漁獲高、各プロジ

ェクトのコストから10年の本分野の戦略を記載している。

・港を管轄する省庁は、港の性格により運輸通信省、海軍、農業水産省と分かれ、純

粋に漁港のみの性格を有する場合は建設から維持管理まで農業水産省が管轄する。

以上
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会  議  録 

訪問先 運輸通信省道路総局ムサンダム地方事務所 

日 時 平成15年９月10日（水）13：00～13：30 

面会者 Eng. Badr Al-Shihi 

同行者  

調査団 西村、徳永 

協議内容 ・ハサブからドバイに向かう道路（延長約40km）の改良工事は1998～1999年に完成し、

それ以前はハサブからアラブ首長国連邦国境まで数時間要していたものが、現在で

は30分で行けるようになり、ムサンダム地方にとっては非常に投資効果の高い道路

となっている。 

・一方、ハサブからムサンダム地方南部のディバに至る道路（約120km）は、工兵隊が

建設した道路で、現在は道路総局に移管されているが、急勾配、急カーブの連続で、

４輪駆動車でも厳しい道路である。現在は全区間を走行するのに３時間程度を要し

ている。ただし、この道路が舗装されれば、ムサンダムの住民の移動にとって利便

性が大きく向上する。 

・ムサンダム地方には３つのWillayatがあるが、北部のハサブと南部のディバ及び飛び

地のマダを結ぶのは上記の道路、あるいはアラブ首長国連邦経由道路及び海路しか

なく、移動が非常に不便であり、上記道路の早期整備が強く望まれている。また、

東部の漁業が中心の町であるLimhasに至る道路はなく、船で物資がすべて運ばれて

いる。なお、ディバはオマーンとアラブ首長国連邦の区画に分けられており、ここ

では国境管理施設は存在しない。 

・ハサブ港は、イランとアラブ首長国連邦との間の中継貿易が主体となっており、イ

ラン側からはヤギ、衣類が輸入され、一方イランへは電気製品、タバコが輸出され

ている。 

・ハサブ港の整備のための工事は現在実施されており、現時点ではフリートレードゾ

ーン用地の埋立て工事を実施中。工事は2005年に完成予定。なお、Eng. Badr Al-Shihi

がこの港湾工事の施工監理も兼務して実施している。 

・西村、徳永でハサブ－ディバ間道路の現地踏査を実施。非常に厳しい地形条件の道

路であることを確認。なお、ハサブから約４分の３の箇所に警察のチェックポイン

トが設けられており、ハサブの警察署で許可を得ないとディバまで通行できない点

を確認。 

以上 
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６．事前評価表 
 

事前評価表 

担当部署：社会開発調査部社会開発調査第１課 

１．対象事業名 

  オマーン国全国道路網開発調査 

２．我が国が援助することの必要性・妥当性 

 (1) 現状及び問題点 
   オマーンは、人口245万人（01年）、面積31万平方km2の、アラビア半島北東の一角を占める産油

国（石油産出量34858万バレル/年）である。首都などの主要都市は国土の３％を占める海沿いの平
野部に位置し、残り15％は山岳地帯、82％は砂漠地帯である。同国北部に位置するマスカット行政
区の発展が他の地域に対して突出しており、地域間格差が問題のひとつとなっている。 

   1970年のカブース国王の即位以来、積極的な経済社会開発が推進され、道路整備もその一環とし
て72年より進められた。現在、都市内道路を除く舗装道路総延長は9,600km、未舗装道路総延長は
27,000kmである。なお、オマーン国には鉄道はなく、陸上交通インフラは道路のみである。現在
の石油依存型の産業から石油以外の産業の多角化・物流の促進を図ると共に、経済開発の基盤イン
フラを整備させる必要がある。 

   同国における全国道路網の整備計画に関しては85年に世銀の融資により全国道路網整備計画が
策定されたのみで、同国の道路計画・建設・維持管理においては、右計画をベースとして次の国家
開発５ヵ年計画に基づいて進められているが、その後、道路整備計画のアップデートはされておら
ず、現在道路整備を進める上では内容が現状にそぐわなくなってきている。また、幹線道路の舗装
率は向上しているものの、降雨時にワジ（通常は枯れ川）に鉄砲水が流れることから交通が遮断さ
れ、物流等が遮断される問題が起きている。よって、一年を通じた交通を確保するための渡河地点
のボックス・カルバート化（低コストの橋梁化）などによる全天候型道路への改良や、交通量が多
い路線の四車線化が必要となっている。なお、同国の道路は、運輸通信省道路局およびドファール
交通総局、地方自治環境水資源省、各市役所、石油開発公社など、いくつかの省庁・機関が管轄し
ている。 

   本調査では、オマーン全国における経済開発および地域開発を踏まえて交通需要予測を行い、全
国道路網マスタープランおよびプレ・フィジビリティ・スタディ（以後プレＦ／Ｓ。注参照。）の実
施により既存道路の改良ならびに新設道路ネットワークについて具体的な整備方策を検討するが、
同国の2006年から2010年の国家開発５ヵ年計画の策定に活用できるタイミングで我が国が本協力
を行うことは事業化の視点からも意義が高い。 

   注：プレＦ／Ｓとは、マスタープランの中で優先度が高いとされた路線（プロジェクト）に関し
て、より詳細な予備設計、建設費の概算や簡易な経済評価を行うものであり、精度としてはマスタ
ープランとＦ／Ｓの中間に位置付けられる。 

 (2) 国家開発計画、地域開発計画、分野別計画などの計画と当該案件の整合性 
   以下の開発計画および指針に合致する。 
   ・第６次国家開発５ヵ年計画（2001年～2005年） 
    全体目標：「石油産業から他産業への多角化（ガス関連産業を発展させること、観光業を促進

すること等）」のための経済インフラ整備の一つとして本道路網整備が該当する。 
    道路分野での目標： 
     ①オマーンの主要都市と近隣諸国を結ぶ幹線道路の完成 
     ②二次道路敷設による主要地域とWilayat（県レベルの行政単位）を結ぶ主要道路網の完成 
     ③舗装道路建設による村落間の社会経済的なリンケージの強化 
     ④産業、農業、港湾分野の開発計画と整合性の取れた道路網整備計画の策定、等  
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 (3) 他国機関の関連事業との整合性 
   アブダビ・ファンド等が個別路線の事業実施に関する資金協力を行っている。 
 
 (4) 我が国の当該国への基本的援助方策との整合性 
   オマーン国においてJICA国別事業開発計画は未策定であるが、戦略をもった道路整備計画を進

め、物流促進と経済多角化、および地域社会の活性化のための経済インフラである道路整備への協
力を実施する意義は高く、また第７次国家開発５ヵ年計画（2006年～2010年）の道路分野の基礎を
成すＭ／Ｐ作成およびプレＦ／Ｓを本調査で行うことは時機にあったものと言える。 

３．事業の目的 

  経済・社会活動の振興に寄与する各分野（道路、港湾、地域の経済社会開発、観光等）との整合性
を保った道路網が整備され、国内物流が効率化するための方策が明らかになる。 

４．事業の内容 

 (1) 対 象 
  (a) 調査対象地域および対象道路 
    オマーン国７つの地方である、バティナ(Batinah)、シャルキヤ(A' Sharqiya)、ダハリヤ（A' 

Dakhliya）、ドファール行政区（Dhofar Governorate）、ダーリヤ（A' Dhahira）、ムサンダム行政区
（Musandam Governorate）、ウスター（Al Wusta）における、運輸通信省道路総局およびドファー
ル通信総局が管轄するすべての道路を対象とする。 

  (b) 技術移転の対象 
    運輸通信省道路総局およびドファール交通総局の本調査参加カウンターパートを対象とする。

なお、これららの省庁には外国人技術者が中核的立場で配置されているが、オマーン国において
はオマーン人の人材育成が急務となっており、オマナイゼーションが国家計画の要所要所にて謳
われているため、外国人技術者のみならず、できる限りオマーン人若手技術者の育成を念頭に置
いて技術移転を行う。 

 
 (2) 調査内容 
  (a) 全国道路網整備計画（Ｍ／Ｐ）の策定 
    ・既存インベントリーデータ、関連調査・計画、社会・経済状況に係る情報収集・分析 
    ・既存道路の機能分類の見直しと、調査対象路線の選択 
    ・道路現況調査、交通調査（OD調査）および問題点の分析 
    ・将来社会経済フレームの設定および将来交通需要予測 
    ・最適路線網の選定と道路網計画策定 
    ・維持管理計画の策定 
    ・建設費の概算 
    ・経済評価 
    ・IEE（初期環境影響調査）の実施 
  (b) 優先道路プロジェクトに係るプレ・フィジビリティスタディの実施 
    ・優先路線・地域の選択 
    ・予備設計と建設費の概算 
    ・経済評価 
    ・EIA（環境影響評価）のTOR作成 
  (c) 総合評価および提言  
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 (3) アウトプット 
   ・１級国道および２級国道に関する2006年から2030年の全国道路網整備計画（マスタープラン）

を策定する。 
   ・2006年から2010年の第７次国家開発５ヵ年計画の道路分野の計画の基礎となる計画をプレＦ／

Ｓで策定する。 
   ・上記プロセスを通じ、国家経済開発（産業の多角化等）や地域経済社会開発を念頭に置いた戦

略的な道路網の整備計画を策定する手法をカウンターパートに技術移転する。 

 (4) インプット：以下の投入による調査の実施。 
  (a) コンサルタント（分野/人数） 

分 野 人 数 分 野 人 数 
総括/道路行政 １ 道路設計 １ 
道路計画/維持管理 １ 構造物設計 １ 
地域計画 １ 施設設計・積算 １ 
交通計画/需要予測 １ 環境・社会配慮 １ 
交通調査 １ 経済・財務分析 １ 
自然条件調査/水理水文 １  １ 

 
  (b) その他研修員受入：道路計画２～３名 
 
 (5) 総事業費 
   調査に要す費用：約3.5億円 
 
 (6) 調査のスケジュール 
   2004年１月～2005年２月（14ヶ月） 
 
 (7) 総事業費 
  (a) 協力相手国実施機関名：運輸通信省道路総局 
  (b) 協力相手国実施機関の責任者：運輸通信省次官 

５．成果の目標 

 (1) 提案計画の活用目標 
   Ｍ／Ｐ：国家開発５ヵ年計画への反映（2006年～2030年の各国家開発５ヵ年計画への反映） 
   プレＦ／Ｓ：2006年～2010年の第７次国家開発５ヵ年計画（道路分野）の素案としての活用 
 
 (2) 活用による達成目標 
   経済・社会活動の振興に寄与する各分野（道路、港湾、地域の経済社会開発、観光等）との整合

性を保った道路網が整備され、国内物流が効率化するための方策が明らかになる。 

６．外部要因リスク 

 (1) 協力相手国内の事情 
  (a) 政策的要因：開発政策の変更等による事業優先度への影響 
  (b) 行政的要因：道路整備予算の不足による計画の規模の縮小等 
  (c) 経済的要因：産油量の減少等による国家財源の縮小  
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７．今後の評価計画 

 (1) 事後評価に用いる指標 
  (a) 活用の進捗度 
    Ｍ／Ｐ： 
     ・第７次国家開発５ヵ年計画（2006年から2010年）から第11次国家開発５ヵ年計画（2026年

から2030年）までの各国家開発５ヵ年計画の道路分野において、Ｍ／Ｐで策定する５ヵ年
計画が道路局の素案として使用される程度 

     ・第７次以降の国家開発５ヵ年計画に基づき国家経済省による事業実施予算の確保状況。 
    プレＦ／Ｓ： 
     ・第７次国家開発５ヵ年計画の道路分野における、プレＦ／Ｓで策定する計画の採用度合い 
     ・事業実施予算の確保 
  (b) 活用による達成目標の指標 
    ・区間別交通量、貨物量 
    ・区間別所要時間 
    ・洪水等による渡河地点での通行遮断日数 
    ・交通事故件数 
 
 (2) 上記(a)および(b)を評価する方法およびタイミング 
   ・フォローアップ調査によるモニタリング 
   ・事後評価（調査終了から５年後の2010年に実施）  
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